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平成平成2222年度年度 総価契約単価合意方式の実施状況について総価契約単価合意方式の実施状況について 全般

平成22年度分（3月31日現在）で単価合意済み工事件数

本官 分任官 計 本官 割合 分任官 割合 計 割合 本官
うち個別から

移行の件数 割合 分任官
うち個別から

移行の件数 割合 計 割合

北海道 789件 201件 990件 305件 39% 24件 12% 329件 33% 484件 7件 61% 177件 0件 88% 661件 67%

※ユニットプライス型積算方式は除く

地整

単価合意済み
（３月３１日現在）

単価個別合意方式 単価包括合意方式

北海道 789件 201件 990件 305件 39% 24件 12% 329件 33% 484件 7件 61% 177件 0件 88% 661件 67%

東北 3件 189件 192件 3件 100% 43件 23% 46件 24% 0件 0件 － 146件 0件 77% 146件 76%

関東 32件 604件 636件 29件 91% 84件 14% 113件 18% 3件 3件 9% 520件 26件 86% 523件 82%

北陸 18件 526件 544件 18件 100% 147件 28% 165件 30% 0件 0件 － 379件 0件 72% 379件 70%

中部 件 件 件 件 % 件 % 件 % 件 件 件 件 % 件 %中部 36件 568件 604件 36件 100% 125件 22% 161件 27% 0件 0件 － 443件 10件 78% 443件 73%

近畿 28件 541件 569件 28件 100% 97件 18% 125件 22% 0件 0件 － 444件 0件 82% 444件 78%

中国 9件 435件 444件 9件 100% 104件 24% 113件 25% 0件 0件 － 331件 0件 76% 331件 75%

四国 10件 248件 258件 10件 100% 59件 24% 69件 27% 0件 0件 － 189件 1件 76% 189件 73%

九州 7件 912件 919件 6件 86% 95件 10% 101件 11% 1件 1件 14% 817件 5件 90% 818件 89%九州 7件 912件 919件 6件 86% 95件 10% 101件 11% 1件 1件 14% 817件 5件 90% 818件 89%

沖縄 8件 84件 92件 8件 100% 29件 35% 37件 40% 0件 0件 － 55件 0件 65% 55件 60%

全　国 940件 4,308件 5,248件 452件 48% 807件 19% 1259件 24% 488件 11件 52% 3,501件 42件 81% 3,989件 76%

北海道、沖縄除き 143件 4,023件 4,166件 139件 97% 754件 19% 893件 21% 4件 4件 3% 3,269件 42件 81% 3,273件 79%

※北海道は、5000万円以上が本官工事。
※東北は、平成22年12月31日時点の実施件数。

総価契約単価合意方式の適用工事件数 5 248件総価契約単価合意方式の適用工事件数：5,248件
（個別合意方式：1,259件（約24%）、包括合意方式：3,989件（約76%））
本官工事はその殆どが個別合意方式となっている。（北海道を除く）
個別合意方式を選択したものの、合意に至らず包括合意方式に移行した工事もわずかな
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個別合意方 を選択 も 、合意 ず 括合意方 移行 事もわず な
がら存在。



平成平成2222年度年度 総価契約単価合意方式のフォローアップ調査について総価契約単価合意方式のフォローアップ調査について 全般

フォローアップ調査の概要

調査時期

 平成23年3月中旬～平成23年4月中旬

調査対象地整

 北海道開発局、東北・関東・北陸・中部・近畿・中国・四国・九州地方整備局、沖縄総合事務局

 平成22年度に導入した総価契約単価合意方式により実施した工事のうち、土木工事の１８工

アンケート調査対象工事

 北海道開発局、東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州地方整備局、沖縄総合事務局

 平成22年度に導入した総価契約単価合意方式により実施した工事のうち、土木工事の１８工

種区分について、合意種別ごと（個別合意、包括合意）、並びに、工事規模ごと（本官工事、分
任官工事）で、各地方整備局１工事ずつを目安として抽出し、アンケートを実施。

 1工事ごとに受注者及び発注者にアンケートを実施。

アンケート対象工事数

 408工事（個別合意 170工事 包括合意 238工事）

有効回答数

 408工事（個別合意：170工事、包括合意：238工事）

 東北地方整備局は東日本大震災によりアンケート対象から除外
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有効回答数

 発注者：396工事（有効回答率97.1％）、受注者：390工事（有効回答率95.6%）



回答工事数等の集計回答工事数等の集計 全般
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北海道 21 18 86% 1 3 0 2 2 0 2 0 0 4 2 1 1 0 0 0 0 0 12 6

東北

関東 19 19 100% 2 2 3 3 2 0 2 0 1 2 2 0 0 0 0 0 0 0 10 9

北陸 19 19 100% 3 2 0 0 2 1 3 0 0 2 2 2 1 0 0 0 1 0 5 14北陸 19 19 100% 3 2 0 0 2 1 3 0 0 2 2 2 1 0 0 0 1 0 5 14

中部 21 21 100% 4 5 3 2 1 0 1 0 0 0 2 2 0 0 0 0 1 0 3 18

近畿 19 19 100% 2 1 2 2 2 2 2 0 0 0 1 2 2 1 0 0 0 0 5 14

中国 21 20 95% 3 3 1 4 1 2 0 0 0 0 1 4 1 0 0 0 0 0 3 17

四国 18 18 100% 2 2 0 2 2 2 0 0 0 0 4 2 1 1 0 0 0 0 0 18

九州 21 18 86% 1 1 0 1 2 2 2 0 0 2 2 2 2 1 0 0 0 0 7 11

発
注
者

九州 21 18 86% 1 1 0 1 2 2 2 0 0 2 2 2 2 1 0 0 0 0 7 11

沖縄 11 11 100% 0 2 2 0 0 1 1 0 0 0 0 3 1 0 0 0 1 0 5 6

合計 170 163 96% 18 21 11 16 14 10 13 0 1 10 16 18 9 3 0 0 3 0 50 113

北海道 21 18 86% 1 3 0 2 2 0 2 0 0 4 2 1 1 0 0 0 0 0 11 7

東北

関東 19 19 100% 1 4 3 3 1 0 2 0 0 2 2 0 0 0 1 0 0 0 10 9関東 19 19 100% 1 4 3 3 1 0 2 0 0 2 2 0 0 0 1 0 0 0 10 9

北陸 19 19 100% 3 2 0 0 2 1 3 0 0 2 2 2 1 0 0 0 1 0 5 14

中部 21 21 100% 5 5 3 2 1 0 1 0 0 0 1 2 0 0 0 0 1 0 3 18

近畿 19 19 100% 4 1 1 2 2 2 3 0 0 1 1 1 1 1 0 0 0 0 5 14

中国 21 20 95% 3 5 1 4 1 2 0 0 0 0 1 2 1 0 0 0 0 0 3 17

四国 18 18 100% 2 2 0 2 2 2 0 0 0 0 4 2 1 1 0 0 0 0 0 18

受
注
者
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四国 18 18 100% 2 2 0 2 2 2 0 0 0 0 4 2 1 1 0 0 0 0 0 18

九州 21 14 67% 1 2 0 2 1 0 2 0 0 1 2 1 1 1 0 0 0 0 4 10

沖縄 11 11 100% 0 2 1 2 0 1 0 0 0 0 0 3 1 0 0 0 1 0 5 6

合計 170 159 94% 20 26 9 19 12 8 13 0 0 10 15 14 7 3 1 0 3 0 46 113



回答工事数等の集計回答工事数等の集計 全般
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北海道 33 31 94% 5 4 1 1 2 0 2 0 0 0 2 3 4 2 0 0 5 0 11 20
東北

関東 32 32 100% 4 4 1 2 1 3 2 0 2 0 2 2 4 4 0 0 1 0 1 31

北陸 21 21 100% 3 1 3 4 0 0 0 0 0 0 3 2 3 0 0 0 2 0 0 21北陸 21 21 100% 3 1 3 4 0 0 0 0 0 0 3 2 3 0 0 0 2 0 0 21

中部 27 27 100% 2 1 2 3 2 3 3 0 0 0 2 3 2 3 0 0 1 0 0 27

近畿 28 27 96% 2 2 2 2 3 2 2 0 0 0 3 2 2 2 0 0 3 0 0 27

中国 38 36 95% 8 4 1 2 1 1 2 0 0 0 4 7 3 2 0 0 1 0 0 36

四国 24 24 100% 2 2 4 2 2 2 2 0 0 0 0 2 3 3 0 0 0 0 0 24

九州 21 21 100% 2 3 1 2 2 1 3 0 0 0 2 2 2 1 0 0 0 0 0 21

発
注
者

九州 21 21 100% 2 3 1 2 2 1 3 0 0 0 2 2 2 1 0 0 0 0 0 21

沖縄 14 14 100% 0 1 0 4 0 1 1 0 0 0 0 2 0 3 0 0 2 0 0 14

合計 238 233 98% 28 22 15 22 13 13 17 0 2 0 18 25 23 20 0 0 15 0 12 221

北海道 33 31 94% 6 3 0 2 3 0 2 3 0 0 1 3 4 2 0 0 2 0 4 27

東北

関東 32 32 100% 3 4 1 2 2 2 2 0 2 0 3 3 3 4 0 0 1 0 1 31関東 32 32 100% 3 4 1 2 2 2 2 0 2 0 3 3 3 4 0 0 1 0 1 31

北陸 21 21 100% 3 1 3 5 0 0 0 0 0 0 2 2 3 0 0 0 2 0 0 21

中部 27 25 93% 3 1 1 3 2 2 4 0 0 0 2 3 1 3 0 0 1 0 0 25

近畿 28 27 96% 3 2 1 3 3 2 1 0 0 0 3 2 2 2 0 0 4 0 0 27

中国 38 36 95% 8 1 1 3 1 1 4 0 0 0 3 5 6 2 0 0 1 0 0 36

四国 24 24 100% 2 2 4 2 2 2 2 0 0 0 0 2 3 3 0 0 0 0 0 24

受
注
者
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四国 24 24 100% 2 2 4 2 2 2 2 0 0 0 0 2 3 3 0 0 0 0 0 24

九州 21 21 100% 2 3 1 2 2 1 3 0 0 0 2 2 2 1 0 0 0 0 0 21

沖縄 14 14 100% 0 2 0 5 0 0 1 0 0 0 0 2 0 3 0 0 2 0 0 14

合計 238 231 97% 30 19 12 27 15 10 19 3 2 0 16 24 24 20 0 0 13 0 5 226



総価契約単価合意方式の導入に対するアンケート結果総価契約単価合意方式の導入に対するアンケート結果 全般

アンケート調査結果の概要（総括）

 受注者の８割が予定した単価で概ね合意できている。･･･P12

受注者から評価された点

 受注者の８割が予定した単価で概ね合意できている。 P.12
 個別合意方式について、受注者の７割が総価契約単価合意方式のメリットを実感。（発注者の２

倍を超える高評価）・・・P.13
・企業経営上工事の採算の判断等がしやすくなった。企業経営上工事の採算の判断等がしやすくなった。

・落札率による一律圧縮ではなくなり、より実態にあった変更契約に近づいた

等

受発注者から改善が必要とされた点

 総価契約単価合意方式の浸透不足、理解不足。

 協議や関係資料の作成に時間や手間を要する。

単価 妥 性 妥 性 説 が難 単価の妥当性判断や妥当性の説明が難しい。

 変更契約における単価がわかりにくい。
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１．総価契約単価合意方式の認知度１．総価契約単価合意方式の認知度 アンケート結果 【全般】

本方式の具体的な内容を知っていましたか。

受注者（個別合意）受注者（個別合意） 受注者（包括合意）受注者（包括合意）

86; 54%60; 38%

13; 8% 知っていた（イメージも含め）

名前だけ聞いたことがある
107; 46%

29; 13%
知っていた（イメージも含め）

名前だけ聞いたことがある

86; 54%

知らなかった

95; 41%

知らなかった

（N=159） （N=231）
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２．実施要領等による総価契約単価合意方式の理解度２．実施要領等による総価契約単価合意方式の理解度 アンケート結果 【全般】

「実施要領」等の公表された資料により本方式を理解することができましたか。

受注者（個別合意）受注者（個別合意） 受注者（包括合意）受注者（包括合意）

8; 5%7; 4%
よく理解できた

12; 5%
よく理解できた

47; 30%

よく理解できた

ほぼ理解できた

18; 
8%

82; 35%

よく理解できた

ほぼ理解できた

96; 61%
よく理解できない部分があった

そのような要領が出ていることを知らなかった

119; 52% よく理解できない部分があった

そのような要領が出ていることを知らなかった

（N=158） （N=231）

受注者（個別合意）受注者（個別合意） 理解できなかった部分理解できなかった部分 受注者（包括合意）受注者（包括合意） 理解できなかった部分理解できなかった部分

17%

72% N=34

N=8総価契約単価合意方式全般

変更における積算方法・単価の設定方法

0% 20% 40% 60% 80% 100%

32%

63% N=52

N=26総価契約単価合意方式全般

変更における積算方法・単価の設定方法

0% 20% 40% 60% 80% 100%

72%

38%

11% N=5

N=18

N 34変更における積算方法 単価の設定方法

必要となる手続き・資料等

その他

63%

39%

7% N=6

N=32

N 52変更における積算方法 単価の設定方法

必要となる手続き・資料等

その他

（N=47 複数回答可） （N=82 複数回答可）
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11% N 5 7% N 6そ 他



３．単価合意の回数と協議に要した日数３．単価合意の回数と協議に要した日数 アンケート結果 【個別】

単価合意は何回おこないましたか。
単価協議（当初）は 受注者との事前調整も含めて単価合意まで概ね何日間を要しましたか

発注者（個別合意）発注者（個別合意） 合意回数合意回数 発注者（個別合意）発注者（個別合意） 協議に要した日数協議に要した日数

単価協議（当初）は、受注者との事前調整も含めて単価合意まで概ね何日間を要しましたか。

2; 1% 7; 4%
7日以下

76; 47%

17; 10%
１回（当初のみ）

２回

9; 6%
2; 1% 7日以下

7日超14日以下

14日超21日以下

69; 43%

２回

３回以上

85; 53%59; 36%

21日超28日以下

28日超

（N=162） （N=162）
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４．協議（当初）の容易さ４．協議（当初）の容易さ アンケート結果 【個別】

単価協議（当初）は準備等も含めてスムーズに行えましたか。

発注者（個別合意）発注者（個別合意） 受注者（個別合意）受注者（個別合意）

8; 5%

72; 44%

18; 11%
スムーズに行えた

やや手間がかかった

89; 56%
61; 39%

スムーズに行えた

やや手間がかかった

73; 45%

かなり手間がかかった

89; 56%

かなり手間がかかった

（N=163） （N=158）

発注者（個別合意）発注者（個別合意） 手間がかかった理由手間がかかった理由 受注者（個別合意）受注者（個別合意） 手間がかかった理由手間がかかった理由

70%

38% N=35

N=64ヒアリングによる単価の妥当性の確認

複数回にわたる単価協議

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13%

38% N=26

N=9発注者への提出書類や契約手続

複数回にわたる単価協議

0% 20% 40% 60% 80% 100%

56%

16%

35% N=32

N=15

N=51受注者との見解の相違～合意までの調整

発注者側の内部調整、手続き等

単価協議に用いる資料等の準備

51%

10%

46% N=32

N=7

N=35発注者との見解の相違～合意までの調整

受注者側の社内調整、手続き等

単価協議に用いる資料等の準備

（N=91 複数回答可） （N=69 複数回答可）
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14% N=13その他 7% N=5その他



５．受注者、発注者に提示した資料５．受注者、発注者に提示した資料 アンケート結果 【個別】

単価協議において発注者が受注者に提示した資料 受注者が発注者に提示してほしい資料

発注者（個別合意）発注者（個別合意） 受注者（個別合意）受注者（個別合意）

0% 20% 40% 60% 80% 100%67% N=100工事費構成書のみ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

28%

83% N=131

N=44国土交通省土木工事積算基準

特別調査、見積等の積算資料

0% 20% 40% 60% 80% 100%67%

18%

10% N=15

N=27

N=100工事費構成書のみ

国土交通省土木工事積算基準

特別調査、見積等の積算資料

（N=150 複数回答可） （N=157 複数回答可）

34%

9% N=14

N=54詳細設計等の設計成果に関する資料

その他

1%

17% N=26

N=1詳細設計等の設計成果に関する資料

その他

（N=150 複数回答可） （N=157 複数回答可）

受注者（個別合意）受注者（個別合意）

単価協議において受注者が発注者に提示した資料

42% N=67業界、協会等で出している積算基準類

0% 20% 40% 60% 80% 100%

74%

9% N=14

N=117自社でとった見積等の積算資料

過去の下請け契約や取引実績等の資料

他
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（N=158 複数回答可）

10% N=16その他



６．単価合意結果の状況６．単価合意結果の状況 アンケート結果 【個別】

単価協議により合意された単価の状況について。

発注者（個別合意）発注者（個別合意） 受注者（個別合意）受注者（個別合意）

5 3% %

32; 20%
13; 
8%

12; 
7%

0; 0% 全ての単価で官積算単価の±10％の範囲内だった

合意単価全体の概ね70％以上で、官積算単価の

±10％の範囲内だった

合意単価全体の概ね30～70％程度で 官積算単価

25; 16%
22; 14%

5; 3% 1; 1% 全て受注者の考えていた単価での合意だった

合意単価全体の概ね70％以上で、受注者が考えて

いた単価での合意だった

合意単価全体の概ね30～70％程度で 受注者が考

104; 65%

合意単価全体の概ね30～70％程度で、官積算単価

の±10％の範囲内だった

合意単価全体の概ね30％未満で、官積算単価の

±10％の範囲内だった

全ての合意単価で官積算単価の±10％を超えてい

103; 66%

合意単価全体の概ね30～70％程度で、受注者が考

えていた単価での合意だった

合意単価全体の概ね30％未満で、受注者が考えて

いた単価での合意だった

全ての発注者側の単価での合意だった

（N=161） （N=156）

た
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７．総価契約単価合意方式のメリット７．総価契約単価合意方式のメリット アンケート結果 【個別】

変更（中間、精算）において、総価契約単価合意方式のメリットがあると感じましたか。

発注者（個別合意）発注者（個別合意） 受注者（個別合意）受注者（個別合意）

感じた; 42; 31%

感じなかった; 
92; 69%

感じた; 97; 73%

感じなかった; 
35; 27%

（N=134） （N=132）

発注者（個別合意）発注者（個別合意） 具体的なメリット具体的なメリット 受注者（個別合意）受注者（個別合意） 具体的なメリット具体的なメリット

61% N=59
落札率による一律圧縮ではなくなり、より実態に合っ

た変更契約に近づいた

0% 20% 40% 60% 80% 100%

62%

2% N=1

N=26
単価が合意されているので変更の協議が

スムーズに行えた

出来高（部分払い）に関する協議が

スムーズに行えた

0% 20% 40% 60% 80% 100%
52%

22%

51%

6% N=6

N=49

N=21

N=50
工事途中で、変更を含めた最終額の見当しやすくな

り、企業経営上工事の採算の判断等がしやすくなった

変更時の協議等が円滑化した

変更（予定）金額等の把握がしやすかった

中間払い、出来高部分払いによる支払いを受注者とし

て選択しやすくな た

21%

38% N=16

N=9変更（精算）の積算が簡単になった

受注者－発注者の双務性の向上が図られた

そ 他

6%

3%

11%

14% N=13

N=11

N=3

て選択しやすくなった

中間払い、出来高部分払いの支払額の協議が

円滑化した

前後工事の後工事での契約金額の概算額把握が

しやすくなった

受注者－発注者の双務性の向上が図られた

合意単価が公表されているので 下請け契約が

（N=42 複数回答可） （N=96 複数回答可 未回答1件）
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10% N=4その他 7%

1% N=1

N=7
合意単価が公表されているので、下請け契約が

円滑に行えた

その他



８．包括合意に移行した経緯と理由８．包括合意に移行した経緯と理由 アンケート結果 【包括】

包括合意方式に移行した経緯と理由は何ですか。

受注者（包括合意）受注者（包括合意） 経緯経緯

23; 10%
受注者が最初から包括合意方式を選択した

205; 90%
単価個別合意方式から包括方式に移行した

受注者（包括合意）受注者（包括合意） 最初から選択した理由最初から選択した理由 受注者（包括合意）受注者（包括合意） 包括合意に移行した理由包括合意に移行した理由

（N=228）

78% N=159包括合意方式の方が手間がかからず簡単だから

が

0% 20% 40% 60% 80% 100%

14%

18% N=4

N=3
受注者の単価の合理性・妥当性を発注者が納得せ

ず、協議途中で包括合意方式へ移行を依頼した

受注者が１４日以内に資料の用意が出来なかった

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20%

11% N=23

N=40単価個別合意方式がよく理解できないから

単価個別合意方式に必要な資料が協議期間中に

準備出来ないから

そ 他

9%

41% N=9

N=2
単価協議を行ったが１４日以内に合意まで至らな

かった（時間切れ）

個別合意方式の単価協議の手続きを行ってみて、

手間がかかることがわかったため包括合意方式へ

の移行を依頼した

（N=203 複数回答可 未回答2件） （N=22 複数回答可 未回答1件）
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11% N=23その他
23% N=5その他



９．総価契約単価合意方式のメリット９．総価契約単価合意方式のメリット アンケート結果 【包括】

変更（中間、精算）において、総価契約単価合意方式のメリットがあると感じましたか。

発注者（包括合意）発注者（包括合意） 受注者（包括合意）受注者（包括合意）

感じた; 47; 
22%

感じなかった; 
171; 78%

感じた; 86; 41%

感じなかった; 
125; 59%

（N=218） （N=211）

発注者（包括合意）発注者（包括合意） 具体的なメリット具体的なメリット 受注者（包括合意）受注者（包括合意） 具体的なメリット具体的なメリット

0% 20% 40% 60% 80% 100%
56% N=48

落札率による一律圧縮ではなくなり、

より実態に合った変更契約に近づいた

事途中 変更を含めた最終額が見当 やすくなり

0% 20% 40% 60% 80% 100%

62%

2% N=1

N=29
単価が合意されているので変更の協議が

スムーズに行える

出来高（部分払い）に関する協議が

スムーズに行える

34%

29%

38% N=32

N=25

N=29
工事途中で変更を含めた最終額が見当しやすくなり

企業経営上工事の採算の判断等がしやすくなった

変更時の協議等が円滑化した

変更（予定）金額等の把握がしやすくなった

中間払い 出来高部分払いによる支払いを
32%

32%

15% N=7

N=15

N=15変更（精算）の積算が簡単になる

受注者－発注者の双務性の向上が図られた

その他

2%

0%

11%

11% N 9

N=9

N=0

N=2
中間払い、出来高部分払いによる支払いを

受注者として選択しやすくなった

中間払い、出来高部分払いの支払額の協議が

円滑化した

前後工事の後工事での契約金額の概算額把握が

しやすくなった

受注者－発注者の双務性の向上が図られた

（N=47 複数回答可） （N=85 複数回答可 未回答1件）

15

11%

2% N=2

N=9受注者－発注者の双務性の向上が図られた

その他



１０．総価契約単価合意方式の課題１０．総価契約単価合意方式の課題 アンケート結果 【全般】

総価契約単価合意方式の適用で、課題と感じた点はありますか。

発注者（個別合意）発注者（個別合意） 受注者（個別合意）受注者（個別合意）

36% N=49特にない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12% N=18特にない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20%

13%

15%

25% N=34

N=20

N=18

N=27本方式が浸透していない・よく理解できない

協議および関係資料の作成に時間、手間を要する

単価協議において発注者側の理解が得にくい

単価の妥当性の説明が難しい

45%

49%

8% N=77

N=72

N=65
受注者に本方式が浸透していない

・理解していない

協議および関係資料の作成に

時間、手間を要する

協議の担当分担が不明確になっている

3%

1%

21% N=28

N=2

N=4
細別（レベル４）での合意は細かすぎる、レベル２，３

程度での合意が望ましい

細別以下（レベル５以下）での合意が望ましい

新規工種を種別（レベル３）で考えてほしい

53%

35%

14% N=20

N=51

N=47受注者単価の妥当性検証が難しい

変更契約における単価(価格）がわかりにくい、

積算が難解になった

発注者－受注者の双務性の向上になっていない

そ 他

（N=146 複数回答可） （N=136 複数回答可）

発注者（包括合意）発注者（包括合意） 受注者（包括合意）受注者（包括合意）

8%

7% N=9

N=11受注者－発注者の双務性の向上になっていない

その他

15% N=22その他

発注者（包括合意）発注者（包括合意） 受注者（包括合意）受注者（包括合意）

20%

47% N=94

N=41特にない

受注者に本方式が浸透していない・理解していない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

48% N=84特にない

本方式が浸透し な よく理解 きな

0% 20% 40% 60% 80% 100%

45%

11%

34% N=69

N=22

N=91協議および関係資料の作成に時間、手間を要する

協議の担当分担が不明確になっている

変更契約における単価(価格）がわかりにくい、

積算が難解になった

30%

31%

6% N=10

N=54

N=52本方式が浸透していない・よく理解できない

協議および関係資料の作成に時間、手間を要する

受注者－発注者の双務性の向上になっていない

（N=202 複数回答可） （N=176 複数回答可）
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18%

12% N=24

N=36発注者－受注者の双務性の向上になっていない

その他
5% N=9その他


